
令和 6年度（5年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和06年05月20日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 115 市民活動センター管理運営事業
政策 魅力と活力があふれるまち

この事務事業
施策 まちのにぎわいや魅力を生み出そう

の位置
基本事業 地域活力

主管課名 協働推進課 課長名 瀧元　信吾
この事務事業の開始時期 平成28(2016)年７月 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 みよし市庁舎管理規則

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

分庁舎「市民活動センター」の管理運営 平成28(2016)年7月2日から施設名称を「学習交流セン
１階 ター」から「市民活動センター」に変更。
　(1) 市民活動サポートセンター 市民活動サポートセンターや市民活動室、印刷作業室
　(2) 多文化共生センター 等が設置されており、市民活動団体の活動の支援及び
　(3) 愛知県衣浦東部保健所みよし駐在 推進するための施設として必要である。
　(4) 倉庫
２階
　(1) ふたば
　(2) 会議室
「ＳＤＧｓの取り組み：４，１０，１７」

市民活動センターの維持

令

管理と設備保守、施設

和

修繕等を実施した。
R

 

5年度に実施した具体

6

的な
事業の方法、手順

年

、指標に対す
る成果等

度

事務事業を取り巻く状

（

況は過去と比べ変化し

5

ているか (1)活動指

年

標（事務事業の活動量

度

を表す指標）

本施設が

実

旧町民病院として昭和

施

49(1974)年に

分

建設された施 名称 単位

）

設を改修した施設であ

事

り、地球温暖化防止の

務

観点で実施し ① 市民活

事

動センター開館日数 日

業

変 化
た省エネ診断に

目

おいて空調機の改修が

的

必要な状況となって ②

評

施設修繕に係る年間経

価

費 千円
内 容

いる。

対

表

象(この事業の対象、

様

範囲となる人、物) (

式

2)対象指標（対象の

1

大きさを表す指標）

市

-

民活動センター 名称 単

1

位
① 施設面積 ㎡
②

目的

記

(この事業によって上

入

記対象をどのような状

日

態にしたいのか) (3

令

)成果指標（目的の達

和

成度を示す指標）

利用

0

者に快適かつ安全に利

6

用してもらう 名称 単位

年

① センター年間利用者

0

数 人
②

結果(上位基本

5

事業の意図) (4)結

月

果の成果指標（上位基

2

本事業の成果指標）

市

0

民活動サポートセンタ

日

ーを利活用して市民活

１

動団体の活動を活 名称

事

単位
性化してもらう ①

務

市民活動サポートセン

事

ターの利用者数 人
②

事

業

務事業の各種指標の実

の

績と見込及び目標

R4

現

年度 R5年度 R5年度

状

R6年度 R7年度 R8

　

年度 R9年度
指標 ＼

Ｐ

 年度 単位
実績値 計画

Ｌ

値 実績値 計画値 目標値

Ａ

目標値 目標値
(1)の

Ｎ

① 日 293 293 29

及

4 293 293 293

び

293
活動指標 ② 千円

Ｄ

1,018 1,018

Ｏ

510 510 510 5

事

10 510
(2)の ①

務

㎡ 1,669 1,66

事

9 1,669 1,66

業

9 1,669 1,66

名

9 1,669
対象指標

N

②
(3)の ① 人 10,

o

054 10,080 9

.

,558 9,600 9

1

,620 9,640 9

1

,660
成果指標 ②

(

5

4)の結果の ① 人 1,

市

532 5,000 1,

民

632 1,700 1,

活

720 1,740 1,

動

760
成果指標 ②

予算

セ

費目 会計 01 一般会

ン

計 款 02 項 01 目 01

タ

コスト 年度 R4年度 R

ー

5年度 R5年度 R6年

管

度 R7年度 R8年度 R

理

9年度
実績値 計画値 実

運

績値 計画値 目標値 目標

営

値 目標値
事業費(決算

事

又は予算額)Ａ 単位 1

業

7,070 18,80

政

9 16,364 16,

策

159 15,177 1

こ

5,482 15,13

の

9

財
源
内
訳

 国庫支出

事

金 千円 0 0 0 0 0 0 0

務

 県支出金 千円 0 0 0

事

0 0 0 0
 地方債 千円

業

0 0 0 0 0 0 0
 その

施

他 千円 2 1 3 2 2 2 2

策

 一般財源 千円 17,

の

068 18,808 1

位

6,361 16,15

置

7 15,175 15,

基

480 15,137
人

本

件費Ｂ 千円 2,204

事

2,116 2,116

業

2,116 2,116

主

2,116 2,116

管

正職員従事時間×人数

課

時間×人 120× 5 1

名

15× 5 115× 5 1

課

15× 5 115× 5 1

長

15× 5 115× 5
正

名

職員以外の人件費 千円

こ

92 92 92 92 92

の

92 92
その他の費用

事

Ｃ 千円 194 194 0

務

194 194 194 0

事

トータルコストA+B

業

+C 千円 19,468

の

21,119 18,4

開

80 18,469 17

始

,487 17,792

時

17,255
単位あた

期

りコスト ① 千円/㎡ 1

事

1.7 12.7 11.

務

1 11.1 10.5 1

区

0.7 10.3
（ﾄｰ

分

ﾀﾙｺｽﾄ/(2)の

法

対象指標）② 千円/ 0

定

0 0 0 0 0 0

1

受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R5年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

R4年度 R5年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 R4年度 R5年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

かつ安全に利用しても

業

らうことが優先である

名

ため。
事業進展等によ

N

る環境変化 □ ある
に伴

o

い、目的を見直す（目

.

その理由
的の追加・拡

1

充又は絞込）

必要はあ

1

りませんか？ ■ ない

有

5

効
性

より多くの市民に

市

市民活動センターを利

民

用してもらえるよう、

活

イベントの実施
今以上

動

に事業の成果を向上
や

セ

市民活動サポートセン

ン

ターの周知及び啓発を

タ

行う。
させる方法を記

ー

入して下さ

い。 内　容

管

※(3)の成果指標を

理

向上させる

　ことはで

運

きますか？

新型コロナ

営

ウイルス感染症の感染

事

拡大状況が回復傾向に

業

あり、市民活動団体の

２

目的達成状況 内　容 活

評

動も活発になってきた

価

ことから、利用者数が

　

計画値に達した。

■民

Ｃ

間への一部委託 □民間

Ｈ

への全部委託
市関与の

Ｅ

必要性 □指定管理 □補

Ｃ

助金・負担金助成 □市

Ｋ

の直営
内　容

　（実施

目

手法） 受付業務、日常

的

清掃業務、冷暖房機器

妥

設備保守、消防設備保

当

守、等を委託して
いる

性

。

効
率
性

施設管理を一

こ

括で委託契約をし、事

の

業の効率化を図る。
事

事

務事業の統廃合により

業

、

事業の効率化を図り

の

、成果
内　容

を向上さ

必

せる方法を記入し

て下

要

さい。

適切な修繕及び

性

工事を行い、光熱費の

は

削減に努める。施設管

薄

理を一括で委託契
現状

れ

より事業費・人件費を

て

約をし、事業費削減を

得

図る。
削減する方法を

ら

記入して下

さい。（仕

れ

様の変更、外部 内　容

て

委託、従事時間の削減

い

等は

できないか？)

公

る

平
性

直接的な受益者は

い

いないため。
□ ある ■

ま

現状で適正
受益者負担

せ

はありますか？

また、

ん

受益者負担割合は適 ■

か

ない □ 検討が必要 内　

。

容
正ですか？

□ 受益者

十

がいない

３
改
革
改
善
案

分

　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

建物自

な

体は昭和49(197

成

4)年に建築さ 劣化箇

果

所を把握し、改修を行

が

ってい
事業実施上の課

理

題、住 れた旧三好病院

　

を改修した施設であ く

由

。
民・議会等からの意

得

見 意　見 り、旧施設を

ら

再利用しているため、

れ

対応策
と対応策 経年に

て

よる劣化が見られ、修

い

繕費の
増加が見込まれ

ま

る。
市民活動センター

す

の維持管理と設備 昨年

か

度に引き続き、更新が

？

必要な空
R6年度の事

得

業計画は前 変　更
保守

ら

、施設修繕等の実施と

れ

ともに、 調機改修工事

て

を実施する。
年度から

い

変更・追加は 前年度 ・

な

空調機改修の設計及び

い

工事を実施し
あるか 追

事

　加
た。

今後の事業・

業

コスト・成果の方向性

進

今後の事業の方向性、

展

改革・改善案
※今年度

等

からの具体的な事業の

に

進め方、手段の見直し

よ

等、各方向性の内容

　

る

　　　　　　　　□　

環

拡大 市民活動団体の活

境

動の支援と推進の観点

変

から、引き続
　　　　

化

　　　　　□　改善 き

あ

市民活動センターとし

る

て管理運営する。
　　

に

　　　　　　　■　現

伴

状維持
　　　　　　　

い

　　□　縮小
　　　　

、

　　　　　□　統合
　

対

　　　　　　　　□　

象

完了
　　　　　　　　

を

　□　廃止・休止
コス

見

トの方向性
　　　　　

直

　　　　→　維持
成果

す

の方向性
　　　　　　

（

　　　→　維持

2

拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R6年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 115 市民活動センター管理運営事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

市民活動室や印刷作業室を設置し、市民活動団体の活動を支
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

援及び推進しているため。
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

市民活動団体の活動を支援及び推進

様

するために必要な施設

式

であるため
事業進展等

1

による環境変化
□ ある

-

。
に伴い、対象を見直

2

す（拡
その理由

大・縮

事

小）必要はありませ
■

務

ない
んか？

施設を快適



令和 6年度（5年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和06年05月20日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 118 明知下ふるさとふれあい広場管理事業
政策 魅力と活力があふれるまち

この事務事業
施策 まちのにぎわいや魅力を生み出そう

の位置
基本事業 地域活力

主管課名 協働推進課 課長名 瀧元　信吾
この事務事業の開始時期 平成13(2001)年度 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 みよし市地域ふるさとふれあい施設条例

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

みよし市地域ふるさとふれあい施設条例第４条規定に 明知下ふるさとふれあい広場は、朝はゲートボール、
基づき、明知下ふるさとふれあい広場の維持管理を行 午後は子どもの遊び場所、随時行政区行事の場所とし
っている。 て利用されており、地域ふるさとふれあい施設として
「ＳＤＧｓの取り組み：１１」 必要がある。

指定管理者として、明知下行政区と維持管理委託に係る協定を締結し、施設の維持
R5年度に実施した具体的な 管理を行った。
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り

令

巻く状況は過去と比べ

和

変化しているか (1)

 

活動指標（事務事業の

6

活動量を表す指標）

平

年

成31(2019)年

度

4月1日から令和6(

（

2024)年3月31

5

日までの基 名称 単位
本

年

協定が締結され、指定

度

管理を行っていた。 ①

実

明知下ふるさとふれあ

施

い広場管理費 円
変 化

分

令和6(2024)年

）

3月に基本協定が締結

事

され、令和6(202

務

4)年4 ②
内 容

月1

事

日から令和11(20

業

29)年3月31日ま

目

で引き続き指定管理を

的

行うこととなった。

対

評

象(この事業の対象、

価

範囲となる人、物) (

表

2)対象指標（対象の

様

大きさを表す指標）

地

式

域住民 名称 単位
① 明知

1

下行政区人口 人
②

目的

-

(この事業によって上

1

記対象をどのような状

記

態にしたいのか) (3

入

)成果指標（目的の達

日

成度を示す指標）

施設

令

を安全に利用してもら

和

う 名称 単位
① 利用中に

0

ケガをした人 人
②

結果

6

(上位基本事業の意図

年

) (4)結果の成果指

0

標（上位基本事業の成

5

果指標）

地域活動を積

月

極的に推進し、地域ぐ

2

るみでまちづくりに参

0

加する 名称 単位
意識を

日

醸成する。 ① 明知下ふ

１

るさとふれあい広場利

事

用者数 人
②

事務事業の

務

各種指標の実績と見込

事

及び目標

R4年度 R5

業

年度 R5年度 R6年度

の

R7年度 R8年度 R9

現

年度
指標 ＼ 年度 単

状

位
実績値 計画値 実績値

　

計画値 目標値 目標値 目

Ｐ

標値
(1)の ① 円 27

Ｌ

9,000 279,0

Ａ

00 279,000 2

Ｎ

79,000 279,

及

000 279,000

び

279,000
活動指

Ｄ

標 ②
(2)の ① 人 1,

Ｏ

068 1,083 1,

事

089 1,083 1,

務

083 1,083 1,

事

083
対象指標 ②
(3

業

)の ① 人 1 0 0 0 0 0

名

0
成果指標 ②

(4)の

N

結果の ① 人 7,260

o

12,000 5,20

.

0 12,000 12,

1

000 12,000 1

1

2,000
成果指標 ②

8

予算費目 会計 01 一

明

般会計 款 02 項 01 目

知

15

コスト 年度 R4年

下

度 R5年度 R5年度 R

ふ

6年度 R7年度 R8年

る

度 R9年度
実績値 計画

さ

値 実績値 計画値 目標値

と

目標値 目標値
事業費(

ふ

決算又は予算額)Ａ 単

れ

位 1,076 329 2

あ

79 329 329 32

い

9 329

財
源
内
訳

 国

広

庫支出金 千円 0 0 0 0

場

0 0 0
 県支出金 千円

管

0 0 0 0 0 0 0
 地方

理

債 千円 0 0 0 0 0 0 0

事

 その他 千円 0 0 0 0

業

0 0 0
 一般財源 千円

政

1,076 329 27

策

9 329 329 329

こ

329
人件費Ｂ 千円 1

の

83 563.2 563

事

.2 183 183 18

務

3 183
正職員従事時

事

間×人数 時間×人 13

業

× 4 40× 4 40× 4

施

13× 4 13× 4 13

策

× 4 13× 4
正職員以

の

外の人件費 千円 0 0 0

位

0 0 0 0
その他の費用

置

Ｃ 千円 16 42 42 1

基

6 16 16 16
トータ

本

ルコストA+B+C 千

事

円 1,275 934.

業

2 884.2 528 5

主

28 528 528
単位

管

あたりコスト ① 千円/

課

人 1.2 0.9 0.8

名

0.5 0.5 0.5 0

課

.5
（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ

長

/(2)の対象指標）

名

② 千円/ 0 0 0 0 0 0

こ

0

1

の事務事業の開始時期 事務区分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R5年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

R4年度 R5年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 R4年度 R5年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

由
大・縮小）必要はあ

業

りませ
■ ない

んか？

今

名

後も地域に密着した施

N

設として利用すること

o

が適切であり、地元住

.

事業進展等による環境

1

変化 □ ある
民に安全に

1

利用してもらうことに

8

変化はないため。
に伴

明

い、目的を見直す（目

知

その理由
的の追加・拡

下

充又は絞込）

必要はあ

ふ

りませんか？ ■ ない

有

る

効
性

地元行政区に管理

さ

を委託しているため、

と

地域の実情に応じた管

ふ

理が可能である
今以上

れ

に事業の成果を向上
こ

あ

とから、現状の取組み

い

が一番適切である。
さ

広

せる方法を記入して下

場

さ

い。 内　容
※(3)

管

の成果指標を向上させ

理

る

　ことはできますか

事

？

新型コロナウィルス

業

感染症の影響による利

２

用者の減少はあったが

評

、施設の管理
目的達成

価

状況 内　容 は適正に行

　

うことができた。

□民

Ｃ

間への一部委託 □民間

Ｈ

への全部委託
市関与の

Ｅ

必要性 ■指定管理 □補

Ｃ

助金・負担金助成 □市

Ｋ

の直営
内　容

　（実施

目

手法） 明知下行政区を

的

指定管理者として契約

妥

を締結している。

効
率

当

性

施設の規模を勘案し

性

た場合、現行の事務事

こ

業の進め方が適当であ

の

る。
事務事業の統廃合

事

により、

事業の効率化

業

を図り、成果
内　容

を

の

向上させる方法を記入

必

し

て下さい。

指定管理

要

の手法で管理しており

性

、現行の方法が適当で

は

ある。
現状より事業費

薄

・人件費を

削減する方

れ

法を記入して下

さい。

て

（仕様の変更、外部 内

得

　容
委託、従事時間の

ら

削減等は

できないか？

れ

)

公
平
性

今後も地元に

て

密着した利用方法を進

い

めていくこと
□ ある ■

る

現状で適正
受益者負担

い

はありますか？ から、

ま

現状の受益者負担の考

せ

え方が適切である。
ま

ん

た、受益者負担割合は

か

適 ■ ない □ 検討が必要

。

内　容
正ですか？

□ 受

十

益者がいない

３
改
革
改

分

善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

行

な

政区から施設の老朽化

成

による修繕 必要に応じ

果

て施設修繕、樹木管理

が

等
事業実施上の課題、

理

住 や樹木が生育し管理

　

が困難であるな の修繕

由

を行う。
民・議会等か

得

らの意見 意　見 どの要

ら

望が寄せられている。

れ

対応策
と対応策

指定管

て

理者として、明知下行

い

政区と 継続して実施す

ま

るため、前年度と同
R

す

6年度の事業計画は前

か

変　更
維持管理に係る

？

契約を締結し、必要 様

得

・同規模で実施
年度か

ら

ら変更・追加は 前年度

れ

・
に応じて施設の修繕

て

を実施する。
あるか 追

い

　加

今後の事業・コス

な

ト・成果の方向性 今後

い

の事業の方向性、改革

事

・改善案
※今年度から

業

の具体的な事業の進め

進

方、手段の見直し等、

展

各方向性の内容

　　　

等

　　　　　　□　拡大

に

公の施設としての適切

よ

な管理が必要となる。

る

　　　　　　　　　□

環

　改善 令和6(202

境

4)年3月に基本協定

変

を締結し、令和6(2

化

024)
　　　　　　

あ

　　　■　現状維持 年

る

4月1日から令和11

に

(2029)年3月3

伴

1日まで引き続き、
　

い

　　　　　　　　□　

、

縮小 指定管理を行うこ

対

ととなった。 
　　　

象

　　　　　　□　統合

を

　　　　　　　　　□

見

　完了
　　　　　　　

直

　　□　廃止・休止
コ

す

ストの方向性
　　　　

（

　　　　　→　維持
成

拡

果の方向性
　　　　　

そ

　　　　→　維持

2

の理由
大・縮小）必要はありませ

ない
んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R6年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 118 明知下ふるさとふれあい広場管理事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

地域の世代間のふれあい交流を進める施設として活用されて
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

いるため。
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

施設の所在場所が地域の生活拠点に存

様

在しており、地元住民

式

のための
事業進展等に

1

よる環境変化
□ ある 施

-

設として利用すること

2

が最も適していると考

事

えるため。
に伴い、対

務

象を見直す（拡
その理



令和 6年度（5年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和06年05月20日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 119 行政区活動事業
政策 魅力と活力があふれるまち

この事務事業
施策 まちのにぎわいや魅力を生み出そう

の位置
基本事業 地域活力

主管課名 協働推進課 課長名 瀧元　信吾
この事務事業の開始時期 町制施行当時 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 行政区一括交付金交付要綱

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

行政区の自治活動の育成及び円滑な活動の推進を図る 世帯割、面積割、均等割等により算定し、７つの事業
ため、行政区一括交付金、行政区等運営費補助金及び を実施するための行政区一括交付金や放送設備、備品
地区公共施設修繕事業補助金などの交付や区長会等を 購入などの経費を補助する行政区活動事業補助金及び
開催することで行政区等の支援を実施する。 地区公共施設修繕事業補助金により、行政区の運営経
「ＳＤＧｓの取り組み：１１，１７」 費等の負担を軽減し、行政区の活動を支援している。

前年度に実施した行政区需要状況調査により把握した施設修繕等に

令

対して補助金を
R5年

和

度に実施した具体的な

 

交付したり、行政区か

6

らの要望に基づき行政

年

区一括交付金の運用を

度

見直したりする
事業の

（

方法、手順、指標に対

5

す など、行政区運営を

年

支援した。
る成果等

事

度

務事業を取り巻く状況

実

は過去と比べ変化して

施

いるか (1)活動指標

分

（事務事業の活動量を

）

表す指標）

行政区によ

事

って地区施設の数や規

務

模に相違があるととも

事

に 名称 単位
、施設によ

業

っては老朽化が進んで

目

いることから、不足す

的

る ① 補助件数 件
変 化

評

機能の補完と施設の改

価

修が必要となっている

表

。新型コロナ ② 区長会

様

開催回数 回
内 容

ウイ

式

ルス感染症の位置づけ

1

が変更することに伴い

-

、一括交
付金の特例措

1

置を終了することとし

記

た。

対象(この事業の

入

対象、範囲となる人、

日

物) (2)対象指標（

令

対象の大きさを表す指

和

標）

行政区民、行政区

0

名称 単位
① 人口 人
② 行

6

政区数 行政区

目的(こ

年

の事業によって上記対

0

象をどのような状態に

5

したいのか) (3)成

月

果指標（目的の達成度

2

を示す指標）

行政区活

0

動を円滑に実施される

日

名称 単位
① 運営された

１

行政区／全行政区 ％
②

事

結果(上位基本事業の

務

意図) (4)結果の成

事

果指標（上位基本事業

業

の成果指標）

地域活動

の

を積極的に推進し、地

現

域ぐるみでまちづくり

状

に参加する 名称 単位
①

　

行政区活動の参加者 人

Ｐ

②

事務事業の各種指標

Ｌ

の実績と見込及び目標

Ａ

R4年度 R5年度 R5

Ｎ

年度 R6年度 R7年度

及

R8年度 R9年度
指標

び

 ＼ 年度 単位
実績値

Ｄ

計画値 実績値 計画値 目

Ｏ

標値 目標値 目標値
(1

事

)の ① 件 7 7 7 7 7 7

務

7
活動指標 ② 回 9 12

事

9 12 12 12 12
(

業

2)の ① 人 61,37

名

5 61,656 61,

N

380 61,938 6

o

2,219 62,50

.

0 62,800
対象指

1

標 ② 行政区 25 25 2

1

5 25 25 25 25
(

9

3)の ① ％ 100 10

行

0 100 100 100

政

100 100
成果指標

区

②
(4)の結果の ① 人

活

16,245 30,0

動

00 20,276 23

事

,000 23,000

業

23,000 23,0

政

00
成果指標 ②

予算費

策

目 会計 01 一般会計

こ

款 02 項 01 目 15

コ

の

スト 年度 R4年度 R5

事

年度 R5年度 R6年度

務

R7年度 R8年度 R9

事

年度
実績値 計画値 実績

業

値 計画値 目標値 目標値

施

目標値
事業費(決算又

策

は予算額)Ａ 単位 12

の

3,748 116,9

位

23 107,204 1

置

09,566 105,

基

034 105,984

本

105,062

財
源
内

事

訳

 国庫支出金 千円 0

業

0 0 0 0 0 0
 県支出

主

金 千円 0 0 0 0 0 0 0

管

 地方債 千円 0 0 0 0

課

0 0 0
 その他 千円 1

名

1 2,501 1 1 1 1

課

 一般財源 千円 123

長

,747 116,92

名

2 104,703 10

こ

9,565 105,0

の

33 105,983 1

事

05,061
人件費Ｂ

務

千円 4,501 4,5

事

01 4,501 4,5

業

01 4,501 4,5

の

01 4,501
正職員

開

従事時間×人数 時間×

始

人 230× 5 230×

時

5 230× 5 230×

期

5 230× 5 230×

事

5 230× 5
正職員以

務

外の人件費 千円 453

区

453 453 453 4

分

53 453 453
その

法

他の費用Ｃ 千円 374

定

374 374 374 3

受

74 374 374
トー

託

タルコストA+B+C

事

千円 128,623 1

務

21,798 112,

自

079 114,441

治

109,909 110

事

,859 109,93

務

7
単位あたりコスト ①

こ

千円/人 2.1 2 1.

の

8 1.8 1.8 1.8

事

1.8
（ﾄｰﾀﾙｺｽ

務

ﾄ/(2)の対象指標

事

）② 千円/行政区 5,

業

144.9 4,871

の

.9 4,483.2 4

根

,577.6 4,39

拠

6.4 4,434.4

法

4,397.5

1

令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R5年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

R4年度 R5年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 R4年度 R5年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

伴い、対象を見直す（

業

拡
その理由 。

大・縮小

名

）必要はありませ
■ な

N

い
んか？

行政区自治の

o

育成という目的は変わ

.

らず、引き続き支援す

1

る必要があ
事業進展等

1

による環境変化 □ ある

9

るため。
に伴い、目的

行

を見直す（目
その理由

政

的の追加・拡充又は絞

区

込）

必要はありません

活

か？ ■ ない

有
効
性

既存

動

対象事業の他に行政区

事

へ協力を依頼している

業

事業を一本化する。
今

２

以上に事業の成果を向

評

上

させる方法を記入し

価

て下さ

い。 内　容
※(

　

3)の成果指標を向上

Ｃ

させる

　ことはできま

Ｈ

すか？

新型コロナウイ

Ｅ

ルス感染拡大の収束傾

Ｃ

向により多くの行事・

Ｋ

活動が復活し、活
目的

目

達成状況 内　容 発な行

的

政区活動ができた。

□

妥

民間への一部委託 □民

当

間への全部委託
市関与

性

の必要性 □指定管理 ■

こ

補助金・負担金助成 □

の

市の直営
内　容

　（実

事

施手法） 行政区の地域

業

自治を交付金により助

の

成しているため。

効
率

必

性

現行の事務事業の進

要

め方が適切であると考

性

える。
事務事業の統廃

は

合により、

事業の効率

薄

化を図り、成果
内　容

れ

を向上させる方法を記

て

入し

て下さい。

既存の

得

一括交付金に加えて、

ら

行政区へ交付する各種

れ

補助事業を一括して取

て

りま
現状より事業費・

い

人件費を
とめ、事務の

る

簡素化と効率化を図る

い

。
削減する方法を記入

ま

して下

さい。（仕様の

せ

変更、外部 内　容
委託

ん

、従事時間の削減等は

か

できないか？)

公
平
性

。

行政区と市行政が相互

十

に協力し、公益性の高

分

い事
□ ある ■ 現状で適

な

正
受益者負担はありま

成

すか？ 業を行っている

果

ため。
また、受益者負

が

担割合は適 ■ ない □ 検

理

討が必要 内　容
正です

　

か？
□ 受益者がいない

由

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ

得

Ｉ
Ｏ
Ｎ

行政区から一括

ら

化したことにより、 現

れ

在の一括交付金制度を

て

、手引き等
事業実施上

い

の課題、住 対象経費や

ま

対象事業の拡大、事業

す

の を含め、要望に対応

か

できる制度に見
民・議

？

会等からの意見 意　見

得

選択化ができないかと

ら

の意見がある 対応策 直

れ

し続けていく。
と対応

て

策 。

一括交付金及び各

い

種修繕等の補助金 変更

な

なし。
R6年度の事業

い

計画は前 変　更
を交付

事

・支出した。
年度から

業

変更・追加は 前年度 ・

進

あるか 追　加

今後の事

展

業・コスト・成果の方

等

向性 今後の事業の方向

に

性、改革・改善案
※今

よ

年度からの具体的な事

る

業の進め方、手段の見

環

直し等、各方向性の内

境

容

　　　　　　　　　

変

□　拡大 補助金の見直

化

しにより、行政区活動

あ

事業補助金の一部
　　

る

　　　　　　　□　改

に

善 を行政区一括交付金

伴

へ統合を行ったが、今

い

後も今ある
　　　　　

、

　　　　■　現状維持

対

一括交付金制度を行政

象

区の自主的な事業や活

を

動に対し
　　　　　　

見

　　　□　縮小 て、柔

直

軟に対応できる制度に

す

見直しを続ける必要が

（

あ
　　　　　　　　　

拡

□　統合 る。
　　　　

そ

　　　　　□　完了
　

の

　　　　　　　　□　

理

廃止・休止
コストの方

由

向性
　　　　　　　　

大

　→　維持
成果の方向

・

性
　　　　　　　　　

縮

→　維持

2

小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R6年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 119 行政区活動事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

行政区は、市と住民の意思を行政に反映する役割を担ってお
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

り、行政区への支援は、行政区・市の行政事務の軽減に繋が
いませんか。十分な成果が 理　由

っているため。
得られていますか？ □ 得られていない

行政区の担い手の

様

高齢化・行政区民の要

式

望の多様化など、行政

1

区事業
事業進展等によ

-

る環境変化
□ ある を取

2

り巻く環境の変化は多

事

いが、地域自治の原則

務

に変わりはないため
に



令和 6年度（5年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和06年05月20日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 120 市民憲章推進事務
政策 魅力と活力があふれるまち

この事務事業
施策 まちのにぎわいや魅力を生み出そう

の位置
基本事業 地域活力

主管課名 協働推進課 課長名 瀧元　信吾
この事務事業の開始時期 昭和50(1975)年 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 みよし市民憲章

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

市民憲章の普及啓発として、町民憲章策定（昭和50(1 住民自治並びに市民の参画と協働の精神が謳われてい
975)年3月）とともに事業化されてきた。 る市民憲章を、改めて広く市民に周知していく必要が
市民憲章推進会議による、啓発と憲章の実施。 ある。
「ＳＤＧｓの取り組み１１，１７」

市民への周知・啓発を進めるため、市内中学校（三好中学校）総合の授業の中で、
R5年度に実施した具体的な 市民憲章のPR方法について、生徒に企画・立案を行ってもらい、それらのアイデア
事業の方法、手順、指標に対す を活かした啓発用ポスターを作成した。また

令

、市民憲章会議を開催

和

し周知に向けた
る成果

 

等 改善等の意見を伺っ

6

た。
 

事務事業を取り

年

巻く状況は過去と比べ

度

変化しているか (1)

（

活動指標（事務事業の

5

活動量を表す指標）

対

年

象とする市民に変化が

度

ないため、継続して実

実

施 名称 単位
① 市民憲章

施

推進会議開催回数 回
変

分

 化
②

内 容

対象(こ

）

の事業の対象、範囲と

事

なる人、物) (2)対

務

象指標（対象の大きさ

事

を表す指標）

市民 名称

業

単位
① 人口 人
②

目的(

目

この事業によって上記

的

対象をどのような状態

評

にしたいのか) (3)

価

成果指標（目的の達成

表

度を示す指標）

市民憲

様

章の精神を広く普及さ

式

せる 名称 単位
① 啓発用

1

物品配布数 個
②

結果(

-

上位基本事業の意図)

1

(4)結果の成果指標

記

（上位基本事業の成果

入

指標）

地域における周

日

知の機会を確保する 名

令

称 単位
① 全行政区回覧

和

部数 部
②

事務事業の各

0

種指標の実績と見込及

6

び目標

R4年度 R5年

年

度 R5年度 R6年度 R

0

7年度 R8年度 R9年

5

度
指標 ＼ 年度 単位

月

実績値 計画値 実績値 計

2

画値 目標値 目標値 目標

0

値
(1)の ① 回 1 1 1

日

1 1 1 1
活動指標 ②
(

１

2)の ① 人 61,37

事

5 61,656 61,

務

380 61,938 6

事

2,219 62,50

業

0 62,800
対象指

の

標 ②
(3)の ① 個 1,

現

500 100 100 1

状

00 100 100 10

　

0
成果指標 ②

(4)の

Ｐ

結果の ① 部 1,702

Ｌ

1,780 1,736

Ａ

1,750 1,750

Ｎ

1,750 1,750

及

成果指標 ②
予算費目 会

び

計 01 一般会計 款 0

Ｄ

2 項 01 目 15

コスト

Ｏ

年度 R4年度 R5年度

事

R5年度 R6年度 R7

務

年度 R8年度 R9年度

事

実績値 計画値 実績値 計

業

画値 目標値 目標値 目標

名

値
事業費(決算又は予

N

算額)Ａ 単位 647 1

o

66 131 145 14

.

5 145 145

財
源
内

1

訳

 国庫支出金 千円 0

2

0 0 0 0 0 0
 県支出

0

金 千円 0 0 0 0 0 0 0

市

 地方債 千円 0 0 0 0

民

0 0 0
 その他 千円 0

憲

0 0 0 0 0 0
 一般財

章

源 千円 647 166 1

推

31 145 145 14

進

5 145
人件費Ｂ 千円

事

1,225 1,225

務

1,225 1,225

政

1,225 1,225

策

1,225
正職員従事

こ

時間×人数 時間×人 1

の

16× 3 116× 3 1

事

16× 3 116× 3 1

務

16× 3 116× 3 1

事

16× 3
正職員以外の

業

人件費 千円 0 0 0 0 0

施

0 0
その他の費用Ｃ 千

策

円 97 97 97 97 9

の

7 97 97
トータルコ

位

ストA+B+C 千円 1

置

,969 1,488 1

基

,453 1,467 1

本

,467 1,467 1

事

,467
単位あたりコ

業

スト ① 千円/人 0 0 0

主

0 0 0 0
（ﾄｰﾀﾙｺ

管

ｽﾄ/(2)の対象指

課

標）② 千円/ 0 0 0 0

名

0 0 0

1

課長名
この事務事業の開始時期 事務区分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R5年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

R4年度 R5年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 R4年度 R5年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

が、目指すべき
事業進

業

展等による環境変化 □

名

ある
根幹は変わらない

N

ため。
に伴い、目的を

o

見直す（目
その理由

的

.

の追加・拡充又は絞込

1

）

必要はありませんか

2

？ ■ ない

有
効
性

日常生

0

活の中に市民憲章を意

市

識してもらえるよう、

民

次代のみよしを担う若

憲

い人
今以上に事業の成

章

果を向上
たちに市民憲

推

章について考える機会

進

を設ける。
させる方法

事

を記入して下さ

い。 内

務

　容
※(3)の成果指

２

標を向上させる

　こと

評

はできますか？

中学生

価

から周知方法の提案を

　

受け、周知方法の充実

Ｃ

を図ることができた。

Ｈ

目的達成状況 内　容

□

Ｅ

民間への一部委託 □民

Ｃ

間への全部委託
市関与

Ｋ

の必要性 □指定管理 □

目

補助金・負担金助成 ■

的

市の直営
内　容

　（実

妥

施手法） 市民憲章の精

当

神を把握している職員

性

が、啓発方法等を検討

こ

することにより成果
が

の

出ているため。

効
率
性

事

小中学生に対し市民憲

業

章をPRすることで、

の

認知度を高めていくこ

必

と。
事務事業の統廃合

要

により、

事業の効率化

性

を図り、成果
内　容

を

は

向上させる方法を記入

薄

し

て下さい。

啓発資材

れ

の単価の削減・啓発物

て

品の見直しにより、コ

得

スト削減を見込める。

ら

現状より事業費・人件

れ

費を

削減する方法を記

て

入して下

さい。（仕様

い

の変更、外部 内　容
委

る

託、従事時間の削減等

い

は

できないか？)

公
平

ま

性

直接的な受益者がい

せ

ないため。
□ ある □ 現

ん

状で適正
受益者負担は

か

ありますか？

また、受

。

益者負担割合は適 □ な

十

い □ 検討が必要 内　容

分

正ですか？
■ 受益者が

な

いない

３
改
革
改
善
案
　

成

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

市民憲章

果

制定当時ほどの盛り上

が

がり 啓発物等を通して

理

、幅広く市民に周
事業

　

実施上の課題、住 は無

由

い。 知していく。
民・

得

議会等からの意見 意　

ら

見 対応策 市内中学生と

れ

の協働を通して、新た

て

と対応策 な啓発方法を

い

検討する。

三好中学校

ま

との協働事業にて、み

す

よ 公共施設や小中学校

か

へのポスター設
R6年

？

度の事業計画は前 変　

得

更
し市民憲章のPR方

ら

法について、生徒 置及

れ

びイオン三好店におけ

て

るデジタ
年度から変更

い

・追加は 前年度 ・
に企

な

画をしてもらい、それ

い

らを活か ルサイネージ

事

への放映を行い、市民

業

あるか 追　加
した啓発

進

用ポスターを作成した

展

。 の目に触れる機会を

等

多くする。

今後の事業

に

・コスト・成果の方向

よ

性 今後の事業の方向性

る

、改革・改善案
※今年

環

度からの具体的な事業

境

の進め方、手段の見直

変

し等、各方向性の内容

化

　　　　　　　　　□

あ

　拡大 市内中学生との

る

協働により得たアイデ

に

アを基に、みよ
　　　

伴

　　　　　　□　改善

い

し市民憲章推進会議に

、

おける意見を踏まえ、

対

新たな啓
　　　　　　

象

　　　■　現状維持 発

を

品の選定や周知方法に

見

ついて検討を行う。
　

直

　　　　　　　　□　

す

縮小
　　　　　　　　

（

　□　統合
　　　　　

拡

　　　　□　完了
　　

そ

　　　　　　　□　廃

の

止・休止
コストの方向

理

性
　　　　　　　　　

由

→　維持
成果の方向性

大

　　　　　　　　　→

・

　維持

2

縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R6年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 120 市民憲章推進事務

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

市民憲章は、住民自治並びに市民の参画、協働の根幹であり
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

、市民に広く周知する必要があるため。
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

市民を対象とすることに変化はないため。
事業進

様

展等による環境変化
□

式

ある
に伴い、対象を見

1

直す（拡
その理由

大・

-

縮小）必要はありませ

2

■ ない
んか？

市民への

事

周知・啓発を図る手法

務

を検討する必要がある



令和 6年度（5年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和06年05月20日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 121 コミュニティ広場管理運営事業
政策 魅力と活力があふれるまち

この事務事業
施策 まちのにぎわいや魅力を生み出そう

の位置
基本事業 地域活力

主管課名 協働推進課 課長名 瀧元　信吾
この事務事業の開始時期 昭和51(1976)年 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 みよし市コミュニティ広場設置条例

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

スポーツや地区コミュニティ活動を通した市民の健康 市内の５地区に広場が設置されており、施設の受付業
と体力づくりの場、地域の交流と連携を深める拠点と 務・利用管理・簡単な施設維持を継続的・適正に行な
して広く市民や地域に利用され、利用者が安全かつ快 っている。地域間、世代間の交流と連帯を深めるコミ
適に使用できるよう施設環境整備の維持管理をする。 ュニティの活動に利用される施設として、適正な維持
 管理が必要である。
「ＳＤＧｓの取り組み：１１，１７」

施設の受付管理をおかよし交流センタ

令

ー及び明越会館に配置

和

した職員で対応し、設

 

R5年度に実施した具

6

体的な 備面においては

年

、専門事業者による保

度

守点検については業務

（

委託を実施する等、維

5

事業の方法、手順、指

年

標に対す 持管理に係る

度

必要な経費を予算化し

実

適正に管理を行った。

施

る成果等

事務事業を取

分

り巻く状況は過去と比

）

べ変化しているか (1

事

)活動指標（事務事業

務

の活動量を表す指標）

事

会計年度任用職員制度

業

の導入に伴い、新たな

目

施設の管理体 名称 単位

的

制で運営する中で、利

評

用しやすく施設の適正

価

な管理に必要 ① 開館日

表

数 日
変 化

な施設の改

様

修等が必要となってい

式

る。 ② コミュニティ広

1

場面積 ㎡
内 容

対象(

-

この事業の対象、範囲

1

となる人、物) (2)

記

対象指標（対象の大き

入

さを表す指標）

市民 名

日

称 単位
① 人口 人
②

目的

令

(この事業によって上

和

記対象をどのような状

0

態にしたいのか) (3

6

)成果指標（目的の達

年

成度を示す指標）

安全

0

に施設を利用してもら

5

う 名称 単位
① 利用中に

月

ケガをした人 人
②

結果

2

(上位基本事業の意図

0

) (4)結果の成果指

日

標（上位基本事業の成

１

果指標）

地域活動を積

事

極的に推進し、地域ぐ

務

るみでまちづくりに参

事

加でき 名称 単位
る環境

業

を創出する ① 利用者数

の

人
②

事務事業の各種指

現

標の実績と見込及び目

状

標

R4年度 R5年度 R

　

5年度 R6年度 R7年

Ｐ

度 R8年度 R9年度
指

Ｌ

標 ＼ 年度 単位
実績

Ａ

値 計画値 実績値 計画値

Ｎ

目標値 目標値 目標値
(

及

1)の ① 日 306 30

び

6 307 306 306

Ｄ

306 306
活動指標

Ｏ

② ㎡ 52,745 52

事

,745 52,745

務

52,745 52,7

事

45 52,745 52

業

,745
(2)の ① 人

名

61,375 61,6

N

56 61,380 61

o

,938 62,219

.

62,500 62,8

1

00
対象指標 ②
(3)

2

の ① 人 0 0 0 0 0 0 0

1

成果指標 ②
(4)の結

コ

果の ① 人 40,159

ミ

50,000 43,1

ュ

48 44,000 44

ニ

,000 44,000

テ

44,000
成果指標

ィ

②
予算費目 会計 01 

広

一般会計 款 02 項 01

場

目 15

コスト 年度 R4

管

年度 R5年度 R5年度

理

R6年度 R7年度 R8

運

年度 R9年度
実績値 計

営

画値 実績値 計画値 目標

事

値 目標値 目標値
事業費

業

(決算又は予算額)Ａ

政

単位 25,883 31

策

,551 28,889

こ

24,909 25,2

の

50 24,801 30

事

,086

財
源
内
訳

 国

務

庫支出金 千円 0 0 0 0

事

0 0 0
 県支出金 千円

業

0 0 0 0 0 0 0
 地方

施

債 千円 0 0 0 0 0 0 0

策

 その他 千円 1,37

の

1 1,302 1,39

位

6 1,308 1,30

置

8 1,308 1,30

基

8
 一般財源 千円 24

本

,512 30,249

事

27,493 23,6

業

01 23,942 23

主

,493 28,778

管

人件費Ｂ 千円 11,0

課

28.4 10,859

名

.4 10,859.4

課

10,859.4 10

長

,859.4 10,8

名

59.4 10,859

こ

.4
正職員従事時間×

の

人数 時間×人 170×

事

6 162× 6 162×

務

6 162× 6 162×

事

6 162× 6 162×

業

6
正職員以外の人件費

の

千円 7,438 7,4

開

38 7,438 7,4

始

38 7,438 7,4

時

38 7,438
その他

期

の費用Ｃ 千円 329 3

事

29 329 329 32

務

9 329 329
トータ

区

ルコストA+B+C 千

分

円 37,240.4 4

法

2,739.4 40,

定

077.4 36,09

受

7.4 36,438.

託

4 35,989.4 4

事

1,274.4
単位あ

務

たりコスト ① 千円/人

自

0.6 0.7 0.7 0

治

.6 0.6 0.6 0.

事

7
（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/

務

(2)の対象指標）②

こ

千円/ 0 0 0 0 0 0 0

の

1

事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R5年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

R4年度 R5年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 R4年度 R5年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

できる環境を維持する

業

ことが重要であるため

名

。
事業進展等による環

N

境変化 □ ある
に伴い、

o

目的を見直す（目
その

.

理由
的の追加・拡充又

1

は絞込）

必要はありま

2

せんか？ ■ ない

有
効
性

1

管理人が施設の状況を

コ

確認し、修繕が必要な

ミ

箇所があれば、随時修

ュ

繕を実施す
今以上に事

ニ

業の成果を向上
る。

さ

テ

せる方法を記入して下

ィ

さ

い。 内　容
※(3)

広

の成果指標を向上させ

場

る

　ことはできますか

管

？

計画どおり達成した

理

目的達成状況 内　容

■

運

民間への一部委託 □民

営

間への全部委託
市関与

事

の必要性 □指定管理 □

業

補助金・負担金助成 □

２

市の直営
内　容

　（実

評

施手法） 自家用工作物

価

保安管理業務、樹木剪

　

定・草刈等業務を委託

Ｃ

効
率
性

みよし市内の公

Ｈ

園の施設管理業務を統

Ｅ

一し、効率化を図る。

Ｃ

事務事業の統廃合によ

Ｋ

り、

事業の効率化を図

目

り、成果
内　容

を向上

的

させる方法を記入し

て

妥

下さい。

他施設ととも

当

に一括で総合管理を実

性

施する。
現状より事業

こ

費・人件費を

削減する

の

方法を記入して下

さい

事

。（仕様の変更、外部

業

内　容
委託、従事時間

の

の削減等は

できないか

必

？)

公
平
性

令和5(2

要

023)年度の受益者

性

負担の見直しにより、

は

■ ある ■ 現状で適正
受

薄

益者負担はありますか

れ

？ 地区コミュニティ広

て

場の利用料について適

得

正化し
また、受益者負

ら

担割合は適 □ ない □ 検

れ

討が必要 内　容 たため

て

。
正ですか？

□ 受益者

い

がいない

３
改
革
改
善
案

る

　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

施設の

い

老朽化が見られるため

ま

計画的 計画的な維持管

せ

理を行う。
事業実施上

ん

の課題、住 な修繕や改

か

修工事が必要となる。

。

民・議会等からの意見

十

意　見 対応策
と対応策

分

会計年度任用職員を導

な

入し、さんさ 継続して

成

実施するため、前年度

果

と同
R6年度の事業計

が

画は前 変　更
んの郷及

理

びおかよし交流センタ

　

ーに 様・同規模で実施

由

年度から変更・追加は

得

前年度 ・
て運営管理業

ら

務を実施する。
あるか

れ

追　加

今後の事業・コ

て

スト・成果の方向性 今

い

後の事業の方向性、改

ま

革・改善案
※今年度か

す

らの具体的な事業の進

か

め方、手段の見直し等

？

、各方向性の内容

　　

得

　　　　　　　□　拡

ら

大 各地区コミュニティ

れ

広場は、設置から相当

て

年数経過し
　　　　　

い

　　　　□　改善 てお

な

り老朽化がみられるた

い

め改修等が必要であり

事

、今
　　　　　　　　

業

　■　現状維持 後も市

進

が管理する施設として

展

適正な維持管理を行っ

等

て
　　　　　　　　　

に

□　縮小 いく。
　　　

よ

　　　　　　□　統合

る

また、公共施設等の総

環

合管理計画の見直しに

境

伴いコミ
　　　　　　

変

　　　□　完了 ュニテ

化

ィ広場の施設としての

あ

位置づけを確認する必

る

要
　　　　　　　　　

に

□　廃止・休止 がある

伴

。
コストの方向性
　　

い

　　　　　　　→　維

、

持
成果の方向性
　　　

対

　　　　　　→　維持

象

2

を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R6年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 121 コミュニティ広場管理運営事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

地域のコミュニティ活動の場として認知され、多くの市民に
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

利用されているため。
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

市民が、地域ぐるみでまちづくりに参加

様

するための拠点である

式

ため。
事業進展等によ

1

る環境変化
□ ある

に伴

-

い、対象を見直す（拡

2

その理由
大・縮小）必

事

要はありませ
■ ない

ん

務

か？

施設を適正に利用



令和 6年度（5年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和06年05月20日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 122 地区コミュニティ活動推進事業
政策 魅力と活力があふれるまち

この事務事業
施策 まちのにぎわいや魅力を生み出そう

の位置
基本事業 地域活力

主管課名 協働推進課 課長名 瀧元　信吾
この事務事業の開始時期 平成11(1999)年 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 地区コミュニティ推進協議会一括交付金交付要綱

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

平成24(2012)年度に地区コミュニティを６地区から８ 地区コミュニティでは、自主的な企画運営により各種
地区へ小学校単位に再編したことにより、西部と南部 のコミュニティ活動が展開されており、今後とも、コ
地区コミュニティ以外の６地区のコミュニティは、新 ミュニティ活動を通じて、地域間、世代間の交流を深
設又は構成行政区が変更されたこととなった。 め、地域の連帯意識の醸成を図るとともに、心豊かに
　コミュニティ推進協議会による地域活動の展開を視 ふれあう地域社会を築くため

令

、各地区で取組まれる

和

コ
野に、コミュニティ

 

リーダーの育成とコミ

6

ュニティ事 ミュニティ

年

活動を継続的に支援す

度

る必要がある。
業への

（

活動補助を中心に事業

5

展開を図っている。
「

年

ＳＤＧｓの取り組み：

度

１１，１７」
 

地区コ

実

ミュニティ推進活動の

施

定着を図るため、地区

分

コミュニティ活動推進

）

協議会補
R5年度に実

事

施した具体的な 助金と

務

自主防災組織育成事業

事

補助金を一括して交付

業

することにより、各地

目

区コミュ
事業の方法、

的

手順、指標に対す ニテ

評

ィ推進協議会の運営を

価

支援した。
る成果等

事

表

務事業を取り巻く状況

様

は過去と比べ変化して

式

いるか (1)活動指標

1

（事務事業の活動量を

-

表す指標）

対象となる

1

地区コミュニティ推進

記

協議会の構成行政区に

入

変 名称 単位
更がなく、

日

対象者が全市民である

令

ことも同様であるため

和

、 ① 事業数 件
変 化

継

0

続して実施する。 ② 活

6

動日数 日
内 容

対象(

年

この事業の対象、範囲

0

となる人、物) (2)

5

対象指標（対象の大き

月

さを表す指標）

市民 名

2

称 単位
① 人口 人
②

目的

0

(この事業によって上

日

記対象をどのような状

１

態にしたいのか) (3

事

)成果指標（目的の達

務

成度を示す指標）

地区

事

コミュニティ推進協議

業

会の活動が円滑に実施

の

される 名称 単位
① 運営

現

された地区数／全地区

状

数 ％
②

結果(上位基本

　

事業の意図) (4)結

Ｐ

果の成果指標（上位基

Ｌ

本事業の成果指標）

地

Ａ

域活動を積極的に推進

Ｎ

し地域ぐるみでまちづ

及

くりに参加する 名称 単

び

位
① 地区コミュニティ

Ｄ

活動の参加者 人
②

事務

Ｏ

事業の各種指標の実績

事

と見込及び目標

R4年

務

度 R5年度 R5年度 R

事

6年度 R7年度 R8年

業

度 R9年度
指標 ＼ 

名

年度 単位
実績値 計画値

N

実績値 計画値 目標値 目

o

標値 目標値
(1)の ①

.

件 36 45 40 45 4

1

5 45 45
活動指標 ②

2

日 44 80 68 80 8

2

0 80 80
(2)の ①

地

人 61,375 61,

区

656 61,380 6

コ

1,938 62,21

ミ

9 62,500 62,

ュ

800
対象指標 ②
(3

ニ

)の ① ％ 100 100

テ

100 100 100 1

ィ

00 100
成果指標 ②

活

(4)の結果の ① 人 8

動

,101 7,800 4

推

1,609 42,00

進

0 42,000 42,

事

000 42,000
成

業

果指標 ②
予算費目 会計

政

01 一般会計 款 02

策

項 01 目 15

コスト 年

こ

度 R4年度 R5年度 R

の

5年度 R6年度 R7年

事

度 R8年度 R9年度
実

務

績値 計画値 実績値 計画

事

値 目標値 目標値 目標値

業

事業費(決算又は予算

施

額)Ａ 単位 3,050

策

3,052 3,051

の

3,052 3,052

位

3,052 3,052

置

財
源
内
訳

 国庫支出金

基

千円 0 0 0 0 0 0 0
 

本

県支出金 千円 0 0 0 0

事

0 0 0
 地方債 千円 0

業

0 0 0 0 0 0
 その他

主

千円 0 0 0 0 0 0 0
 

管

一般財源 千円 3,05

課

0 3,052 3,05

名

1 3,052 3,05

課

2 3,052 3,05

長

2
人件費Ｂ 千円 1,4

名

43.4 1,443.

こ

4 1,443.4 1,

の

443.4 1,443

事

.4 1,443.4 1

務

,443.4
正職員従

事

事時間×人数 時間×人

業

74× 5 74× 5 74

の

× 5 74× 5 74× 5

開

74× 5 74× 5
正職

始

員以外の人件費 千円 1

時

41 141 141 14

期

1 141 141 141

事

その他の費用Ｃ 千円 1

務

21 121 121 12

区

1 121 121 121

分

トータルコストA+B

法

+C 千円 4,614.

定

4 4,616.4 4,

受

615.4 4,616

託

.4 4,616.4 4

事

,616.4 4,61

務

6.4
単位あたりコス

自

ト ① 千円/人 0.1 0

治

.1 0.1 0.1 0.

事

1 0.1 0.1
（ﾄｰ

務

ﾀﾙｺｽﾄ/(2)の

こ

対象指標）② 千円/ 0

の

0 0 0 0 0 0

1

事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R5年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

R4年度 R5年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 R4年度 R5年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

活動が円滑に行えると

業

いう目的に変化はない

名

ため
事業進展等による

N

環境変化 □ ある
。

に伴

o

い、目的を見直す（目

.

その理由
的の追加・拡

1

充又は絞込）

必要はあ

2

りませんか？ ■ ない

有

2

効
性

地区コミュニティ

地

推進協議会間の情報共

区

有等を図る事業を検討

コ

する。
今以上に事業の

ミ

成果を向上

させる方法

ュ

を記入して下さ

い。 内

ニ

　容
※(3)の成果指

テ

標を向上させる

　こと

ィ

はできますか？

新型コ

活

ロナウイルス感染拡大

動

の収束傾向により、多

推

くの行事・活動が復活

進

し、
目的達成状況 内　

事

容 活発なコミュニティ

業

活動の支援を行うこと

２

ができた。

□民間への

評

一部委託 □民間への全

価

部委託
市関与の必要性

　

□指定管理 ■補助金・

Ｃ

負担金助成 □市の直営

Ｈ

内　容
　（実施手法）

Ｅ

地区コミュニティ推進

Ｃ

協議会の地域自治を推

Ｋ

進するためには、交付

目

金による助
成が適当で

的

ある。

効
率
性

行政区事

妥

業と地区コミュニティ

当

推進協議会事業の事業

性

区分を検証し、事務の

こ

効
事務事業の統廃合に

の

より、
率化を図る。

事

事

業の効率化を図り、成

業

果
内　容

を向上させる

の

方法を記入し

て下さい

必

。

行政区単位と地区コ

要

ミュニティ推進協議会

性

単位での事業を検証し

は

、コストの削
現状より

薄

事業費・人件費を
減を

れ

図る。
削減する方法を

て

記入して下

さい。（仕

得

様の変更、外部 内　容

ら

委託、従事時間の削減

れ

等は

できないか？)

公

て

平
性

直接的な受益者は

い

いないため。
□ ある ■

る

現状で適正
受益者負担

い

はありますか？

また、

ま

受益者負担割合は適 ■

せ

ない □ 検討が必要 内　

ん

容
正ですか？

□ 受益者

か

がいない

３
改
革
改
善
案

。

　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

課題：

十

スケールメリットを生

分

かした スケールメリッ

な

トを活かした環境・
事

成

業実施上の課題、住 活

果

動にしていく必要があ

が

る。 安全・安心の協働

理

によるまちづくり
民・

　

議会等からの意見 意　

由

見 意見：行政区やコミ

得

ュニティが独自 対応策

ら

に向けて、環境･美化

れ

活動、交通安
と対応策

て

に考えた、今までより

い

も高度な自主 全活動、

ま

防犯活動の実施を行う

す

。
事業に対して支援を

か

して欲しい
地区コミュ

？

ニティ活動推進協議会

得

補 継続して実施するた

ら

め、前年度と同
R6年

れ

度の事業計画は前 変　

て

更
助金と自主防災組織

い

育成事業補助金 様・同

な

規模で実施。
年度から

い

変更・追加は 前年度 ・

事

を一括して交付するこ

業

とにより運営
あるか 追

進

　加
を支援した。

今後

展

の事業・コスト・成果

等

の方向性 今後の事業の

に

方向性、改革・改善案

よ

※今年度からの具体的

る

な事業の進め方、手段

環

の見直し等、各方向性

境

の内容

　　　　　　　

変

　　□　拡大 地域自治

化

制度のあり方を検討す

あ

る中で、第一段階（短

る

　　　　　　　　　□

に

　改善 期目標）の学区

伴

とコミュニティの同一

い

が実現したこと
　　　

、

　　　　　　■　現状

対

維持 により、第二段階

象

（中期目標）として小

を

学校区単位と
　　　　

見

　　　　　□　縮小 い

直

うスケールメリットを

す

活かした地域コミュニ

（

ティに
　　　　　　　

拡

　　□　統合 よる協働

そ

によるまちづくりに向

の

けた事業展開の可能性

理

　　　　　　　　　□

由

　完了 について検討す

大

る。
　　　　　　　　

・

　□　廃止・休止
コス

縮

トの方向性
　　　　　

小

　　　　→　維持
成果

）

の方向性
　　　　　　

必

　　　→　維持

2

要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R6年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 122 地区コミュニティ活動推進事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

より大きな単位であるコミュニティによる事業実施により、
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

地域間・世代間の交流を深めることができる。
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

市民を対象とす

様

ることに変化はないた

式

め。
事業進展等による

1

環境変化
□ ある

に伴い

-

、対象を見直す（拡
そ

2

の理由
大・縮小）必要

事

はありませ
■ ない

んか

務

？

地区のコミュニティ



令和 6年度（5年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和06年05月20日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 123 自治基本条例推進事業
政策 魅力と活力があふれるまち

この事務事業
施策 まちのにぎわいや魅力を生み出そう

の位置
基本事業 地域活力

主管課名 協働推進課 課長名 瀧元　信吾
この事務事業の開始時期 平成22(2010)年４月１日 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 みよし市自治基本条例

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

平成20(2008)年10月に施行された条例を５年以内ごと 令和5(2023)年度に会議を開催したところ、平成30（2
に見直しを行う。 018）年度の見直しから現在までの社会経済環境のの
 変化に照らし検討した結果、自治基本条例の見直しを
「ＳＤＧｓの取り組み：11，17」 する必要がないと判断し、改正しないことと決定した

。
 
 

みよし市の最高規範となる本条例を広く周知するため、市ホームページに条例に関
R5年度に実施した具体的な する内容を引き続き掲載した。
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業

令

を取り巻く状況は過去

和

と比べ変化しているか

 

(1)活動指標（事務

6

事業の活動量を表す指

年

標）

現在事業途中のた

度

め現状のまま継続して

（

実施 名称 単位
① 市民基

5

本条例ネットワーク会

年

議 回
変 化

②
内 容

対

度

象(この事業の対象、

実

範囲となる人、物) (

施

2)対象指標（対象の

分

大きさを表す指標）

市

）

民 名称 単位
① 人口 人
②

事

目的(この事業によっ

務

て上記対象をどのよう

事

な状態にしたいのか)

業

(3)成果指標（目的

目

の達成度を示す指標）

的

広報等で会議結果も含

評

め、自治基本条例のに

価

ついて市民に周知す 名

表

称 単位
る ① 広報 ％

②

結

様

果(上位基本事業の意

式

図) (4)結果の成果

1

指標（上位基本事業の

-

成果指標）

行政情報を

1

適正に管理し、事務の

記

効率化を図るとともに

入

、積極的 名称 単位
に情

日

報を公表、公開し、自

令

治基本条例の精神を理

和

解してもらう ① 広報紙

0

等から行政情報を得て

6

いる割合 ％
②

事務事業

年

の各種指標の実績と見

0

込及び目標

R4年度 R

5

5年度 R5年度 R6年

月

度 R7年度 R8年度 R

2

9年度
指標 ＼ 年度

0

単位
実績値 計画値 実績

日

値 計画値 目標値 目標値

１

目標値
(1)の ① 回 0

事

2 1 0 0 0 0
活動指標

務

②
(2)の ① 人 61,

事

375 61,656 6

業

1,375 61,38

の

0 62,219 62,

現

500 62,800
対

状

象指標 ②
(3)の ① ％

　

100 100 100 1

Ｐ

00 100 100 10

Ｌ

0
成果指標 ②

(4)の

Ａ

結果の ① ％ 83.9 8

Ｎ

5 80.8 85 85 8

及

5 85
成果指標 ②

予算

び

費目 会計 01 一般会

Ｄ

計 款 02 項 01 目 15

Ｏ

コスト 年度 R4年度 R

事

5年度 R5年度 R6年

務

度 R7年度 R8年度 R

事

9年度
実績値 計画値 実

業

績値 計画値 目標値 目標

名

値 目標値
事業費(決算

N

又は予算額)Ａ 単位 0

o

567 98 0 0 0 0

財

.

源
内
訳

 国庫支出金 千

1

円 0 0 0 0 0 0 0
 県

2

支出金 千円 0 0 0 0 0

3

0 0
 地方債 千円 0 0

自

0 0 0 0 0
 その他 千

治

円 0 0 0 0 0 0 0
 一

基

般財源 千円 0 567 9

本

8 0 0 0 0
人件費Ｂ 千

条

円 0 766 421 42

例

1 421 421 421

推

正職員従事時間×人数

進

時間×人 0× 0 100

事

× 2 51× 2 51× 2

業

51× 2 51× 2 51

政

× 2
正職員以外の人件

策

費 千円 0 62 62 62

こ

62 62 62
その他の

の

費用Ｃ 千円 0 0 0 0 0

事

0 0
トータルコストA

務

+B+C 千円 0 1,3

事

33 519 421 42

業

1 421 421
単位あ

施

たりコスト ① 千円/人

策

0 0 0 0 0 0 0
（ﾄｰ

の

ﾀﾙｺｽﾄ/(2)の

位

対象指標）② 千円/ 0

置

0 0 0 0 0 0

1

基本事業
主管課名 課長名

この事務事業の開始時期 事務区分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R5年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

R4年度 R5年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 R4年度 R5年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

てもらう目的に変化
事

業

業進展等による環境変

名

化 ■ ある
はないため。

N

に伴い、目的を見直す

o

（目
その理由

的の追加

.

・拡充又は絞込）

必要

1

はありませんか？ □ な

2

い

有
効
性

住民自治の実

3

現がより実感できるよ

自

うに既存の制度の拡充

治

や改善について検討
今

基

以上に事業の成果を向

本

上
する。

させる方法を

条

記入して下さ

い。 内　

例

容
※(3)の成果指標

推

を向上させる

　ことは

進

できますか？

計画どお

事

り達成している
目的達

業

成状況 内　容

□民間へ

２

の一部委託 □民間への

評

全部委託
市関与の必要

価

性 □指定管理 □補助金

　

・負担金助成 ■市の直

Ｃ

営
内　容

　（実施手法

Ｈ

） 本条例が住民自治に

Ｅ

係る理念条例であるこ

Ｃ

とから内部職員で対応

Ｋ

することが適
切である

目

と考えるため。

効
率
性

的

住民自治の根幹をなす

妥

条例であり、他の事務

当

事業との統廃合は適さ

性

ないと考え
事務事業の

こ

統廃合により、
る。

事

の

業の効率化を図り、成

事

果
内　容

を向上させる

業

方法を記入し

て下さい

の

。

現行の事務事業より

必

コストを削減できる方

要

法はないと考える。
現

性

状より事業費・人件費

は

を

削減する方法を記入

薄

して下

さい。（仕様の

れ

変更、外部 内　容
委託

て

、従事時間の削減等は

得

できないか？)

公
平
性

ら

直接的な受益者はいな

れ

いため。
□ ある □ 現状

て

で適正
受益者負担はあ

い

りますか？

また、受益

る

者負担割合は適 □ ない

い

□ 検討が必要 内　容
正

ま

ですか？
■ 受益者がい

せ

ない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ

ん

Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

特になし 特

か

になし
事業実施上の課

。

題、住
民・議会等から

十

の意見 意　見 対応策
と

分

対応策

平成30(20

な

18)年度の見直し結

成

果を踏 継続して実施す

果

るため、前年度と同
R

が

6年度の事業計画は前

理

変　更
まえ、条例の改

　

正は実施しないこと 様

由

・同規模で実施。
年度

得

から変更・追加は 前年

ら

度 ・
とする。

あるか 追

れ

　加

今後の事業・コス

て

ト・成果の方向性 今後

い

の事業の方向性、改革

ま

・改善案
※今年度から

す

の具体的な事業の進め

か

方、手段の見直し等、

？

各方向性の内容

　　　

得

　　　　　　□　拡大

ら

５年毎に会議を開催し

れ

条例の見直しを行う。

て

次回は令
　　　　　　

い

　　　□　改善 和10

な

(2028)年度。
　

い

　　　　　　　　■　

事

現状維持  
　　　　　

業

　　　　□　縮小
　　

進

　　　　　　　□　統

展

合
　　　　　　　　　

等

□　完了
　　　　　　

に

　　　□　廃止・休止

よ

コストの方向性
　　　

る

　　　　　　→　維持

環

成果の方向性
　　　　

境

　　　　　→　維持

2

変化
ある

に伴い、対象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R6年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 123 自治基本条例推進事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

住民自治の原則を定める本条例について、地域の実情に即し
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

たまちづくりの方向性を反映させるため。
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

市民を対象とした事業であるため。
事

様

業進展等による環境変

式

化
□ ある

に伴い、対象

1

を見直す（拡
その理由

-

大・縮小）必要はあり

2

ませ
■ ない

んか？

条例

事

の見直し結果等、市民

務

の条例について理解し



令和 6年度（5年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和06年06月13日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 124 地区拠点施設整備事業
政策 魅力と活力があふれるまち

この事務事業
施策 まちのにぎわいや魅力を生み出そう

の位置
基本事業 地域活力

主管課名 協働推進課 課長名 瀧元　信吾
この事務事業の開始時期 平成27(2015)年度 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 みよし市地区拠点施設整備協議会設置要綱

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

行政区の枠を越えた地区拠点施設を、おかよし地域、 行政区単位の施設や行政区の範囲を超えて利用できる
なかよし地域、みなよし地域、きたよし地域を単位と 施設など多くの公共施設を設置しているが、行政区単
して整備する。 位の施設は施設数や規模などに違いがあり、地区間の
「ＳＤＧｓの取り組み：11」 施設の均衡を図るため、行政区の範囲を超えた地区を

対象とする施設を整備する必要がある。

地区拠点施設整備基本構想に基づき、おかよし交流センターに続く新たな拠点施設
R5年度に実施した具体的な となる(仮称)

令

みなよし地区拠点施設

和

の整備に向け、令和２

 

(2020)年度に実

6

施した市
事業の方法、

年

手順、指標に対す 民対

度

象のワークショップに

（

引き続き、建設工事に

5

向けた設計業務を令和

年

３(2021)年
る成

度

果等 度から令和４(2

実

022)年度にかけて

施

の継続事業で実施し、

分

令和５(2023)年

）

11月から本
格的に工

事

事に着手した。

事務事

務

業を取り巻く状況は過

事

去と比べ変化している

業

か (1)活動指標（事

目

務事業の活動量を表す

的

指標）

第２次みよし市

評

総合計画の策定に伴い

価

、地区別構想がこれ 名

表

称 単位
までの３地区か

様

ら４地区に変更されて

式

おり、地区拠点施設 ①

1

地区拠点施設整備協議

-

会開催数 回
変 化

の整

1

備についても検討が必

記

要である。 ②
内 容

対

入

象(この事業の対象、

日

範囲となる人、物) (

令

2)対象指標（対象の

和

大きさを表す指標）

き

0

たよし地区、なかよし

6

地区、みなよし地区、

年

おかよし地区 名称 単位

0

① 予定している地区拠

6

点施設の整備数 箇所
②

月

目的(この事業によっ

1

て上記対象をどのよう

3

な状態にしたいのか)

日

(3)成果指標（目的

１

の達成度を示す指標）

事

地区拠点施設の整備に

務

より行政区の範囲を超

事

えて利用できる地区 名

業

称 単位
間の施設の均衡

の

が図れる。 ① 整備が完

現

了した地区数 地区
②

結

状

果(上位基本事業の意

　

図) (4)結果の成果

Ｐ

指標（上位基本事業の

Ｌ

成果指標）

地域活動を

Ａ

積極的に推進し、地域

Ｎ

ぐるみでまちづくりに

及

参加する 名称 単位
。 ①

び

利用者数 人
②

事務事業

Ｄ

の各種指標の実績と見

Ｏ

込及び目標

R4年度 R

事

5年度 R5年度 R6年

務

度 R7年度 R8年度 R

事

9年度
指標 ＼ 年度

業

単位
実績値 計画値 実績

名

値 計画値 目標値 目標値

N

目標値
(1)の ① 回 1

o

0 0 0 0 0 0
活動指標

.

②
(2)の ① 箇所 1 3

1

3 3 3 3 3
対象指標 ②

2

(3)の ① 地区 1 1 1

4

1 2 2 2
成果指標 ②

(

地

4)の結果の ① 人 33

区

,537 35,000

拠

42,676 43,0

点

00 64,500 86

施

,000 86,000

設

成果指標 ②
予算費目 会

整

計 01 一般会計 款 0

備

2 項 01 目 15

コスト

事

年度 R4年度 R5年度

業

R5年度 R6年度 R7

政

年度 R8年度 R9年度

策

実績値 計画値 実績値 計

こ

画値 目標値 目標値 目標

の

値
事業費(決算又は予

事

算額)Ａ 単位 70,5

務

11 0 184,924

事

2,341,001 6

業

2,791 0 0

財
源
内

施

訳

 国庫支出金 千円 0

策

0 0 0 0 0 0
 県支出

の

金 千円 0 0 0 0 0 0 0

位

 地方債 千円 0 0 0 4

置

00,000 0 0 0
 

基

その他 千円 30,00

本

0 0 114,071 1

事

,095,894 0 0

業

0
 一般財源 千円 40

主

,511 0 70,85

管

3 845,107 62

課

,791 0 0
人件費Ｂ

名

千円 2,323.2 2

課

,323.2 2,32

長

3.2 3,379.2

名

1,689.6 0 0
正

こ

職員従事時間×人数 時

の

間×人 132× 5 13

事

2× 5 132× 5 19

務

2× 5 96× 5 0× 0

事

0× 0
正職員以外の人

業

件費 千円 0 0 0 0 0 0

の

0
その他の費用Ｃ 千円

開

212 212 212 6

始

80 680 0 0
トータ

時

ルコストA+B+C 千

期

円 73,046.2 2

事

,535.2 187,

務

459.22,345

区

,060.2 65,1

分

60.6 0 0
単位あた

法

りコスト ① 千円/箇所

定

73,046.2 84

受

5.1 62,486.

託

4 781,686.7

事

21,720.2 0 0

務

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(

自

2)の対象指標）② 千

治

円/ 0 0 0 0 0 0 0

1

事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R5年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

R4年度 R5年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 R4年度 R5年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

利用できる地区間の施

業

設の均衡を図る、とい

名

う
事業進展等による環

N

境変化 □ ある
目的に変

o

更はないため。
に伴い

.

、目的を見直す（目
そ

1

の理由
的の追加・拡充

2

又は絞込）

必要はあり

4

ませんか？ ■ ない

有
効

地

性

現行の事業は、対象

区

地区の市民の意見を設

拠

計内容に盛り込む形で

点

進めることと
今以上に

施

事業の成果を向上
して

設

おり、現行の事業の進

整

め方が適正と考えるた

備

め。
させる方法を記入

事

して下さ

い。 内　容
※

業

(3)の成果指標を向

２

上させる

　ことはでき

評

ますか？

計画どおり達

価

成した。
目的達成状況

　

内　容

■民間への一部

Ｃ

委託 □民間への全部委

Ｈ

託
市関与の必要性 □指

Ｅ

定管理 □補助金・負担

Ｃ

金助成 □市の直営
内　

Ｋ

容
　（実施手法） 地区

目

拠点施設の整備にあた

的

り開催する有識者会議

妥

に、建設工事に向けた

当

設計業
務を受託した事

性

業者にも参加してもら

こ

い事業の円滑化を図る

の

。

効
率
性

現行の事業で

事

進めることが適当と考

業

える。
事務事業の統廃

の

合により、

事業の効率

必

化を図り、成果
内　容

要

を向上させる方法を記

性

入し

て下さい。

国庫補

は

助金等、他の財源を積

薄

極的に活用し、事業費

れ

における一般財源の比

て

率を
現状より事業費・

得

人件費を
削減する。

削

ら

減する方法を記入して

れ

下

さい。（仕様の変更

て

、外部 内　容
委託、従

い

事時間の削減等は

でき

る

ないか？)

公
平
性

直接

い

的な受益者はいないた

ま

め。
□ ある □ 現状で適

せ

正
受益者負担はありま

ん

すか？

また、受益者負

か

担割合は適 □ ない □ 検

。

討が必要 内　容
正です

十

か？
■ 受益者がいない

分

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ

な

Ｉ
Ｏ
Ｎ

施設の老朽化と

成

不足する機能に対し み

果

なよし地区拠点整備を

が

直実に進め
事業実施上

理

の課題、住 ての不便さ

　

充足してほしいという

由

意 る。
民・議会等から

得

の意見 意　見 見は利用

ら

者からもある。 対応策

れ

と対応策

ワークショッ

て

プ及び基本設計の結果

い

国庫補助金を活用した

ま

施設の建設工
R6年度

す

の事業計画は前 変　更

か

を踏まえ、国庫補助金

？

を活用した施 事に向け

得

、建設工事関係予算の

ら

策定
年度から変更・追

れ

加は 前年度 ・
設の建設

て

工事に向けた実施設計

い

を策 をし、補助金の申

な

請、建設工事の契
ある

い

か 追　加
定した。 約を

事

締結していく。

今後の

業

事業・コスト・成果の

進

方向性 今後の事業の方

展

向性、改革・改善案
※

等

今年度からの具体的な

に

事業の進め方、手段の

よ

見直し等、各方向性の

る

内容

　　　　　　　　

環

　□　拡大 利便性の高

境

い施設の整備とするた

変

め、学識経験者や
　　

化

　　　　　　　■　改

あ

善 利用者等の意見を聞

る

きながら、施設設計を

に

地区拠点
　　　　　　

伴

　　　□　現状維持 施

い

設整備協議会で検討し

、

、令和５(2023)

対

年11月から
　　　　

象

　　　　　□　縮小 建

を

設工事を本格的に着工

見

。着実に工事を実施し

直

なが
　　　　　　　　

す

　□　統合 ら、令和７

（

(2025)年度秋頃

拡

の開所を目指していく

そ

。
　　　　　　　　　

の

□　完了  《みなよし

理

地域》
　　　　　　　

由

　　□　廃止・休止 令

大

和３(2021)年～

・

令和４(2022)年

縮

：基本設計及び実施
コ

小

ストの方向性 設計
　　

）

　　　　　　　↓　減

必

少 令和５(2023)

要

年～令和６(2024

は

)年：建設工事
成果の

あ

方向性 令和７(202

り

5)年：施設開所準備

ま

　　　　　　　　　↑

せ

　増加

2

ない
んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R6年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 124 地区拠点施設整備事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

行政区単位の施設の均衡を図るための事業であり、地域活動
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

の推進には必要な事業であるため。
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

地区拠点施設の整備に係る事業であり、対象

様

の変更は必要ないため

式

。
事業進展等による環

1

境変化
□ ある

に伴い、

-

対象を見直す（拡
その

2

理由
大・縮小）必要は

事

ありませ
■ ない

んか？

務

行政区の範囲を超えて



令和 6年度（5年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和06年05月20日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 3649 おかよし交流センター管理運営事業
政策 魅力と活力があふれるまち

この事務事業
施策 まちのにぎわいや魅力を生み出そう

の位置
基本事業 地域活力

主管課名 協働推進課 課長名 瀧元　信吾
この事務事業の開始時期 平成27(2015)年度 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 みよし市おかよし交流センター設置条例

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

地域の公益活動の拠点となる行政区の範囲を越えた市 みよし市地区拠点施設整備基本構想に基づき、市内お
民活動施設として、おかよし交流センターを管理運営 かよし地区におかよし交流センターを建設し、令和元
していく。 (2019)年８月に開所し、利用者に快適で安心して利用
「ＳＤＧｓの取り組み：11，17」 できるよう、施設や備品等にも配慮し適正かつ効率的

な管理運営を図る必要がある。

施設の受付業務を市職員が、設備の保守点検等の業務を総合管理業務として民間に
R5年度に実施

令

した具体的な 業務委託

和

して適正な施設管理に

 

努めた。
事業の方法、

6

手順、指標に対す
る成

年

果等

事務事業を取り巻

度

く状況は過去と比べ変

（

化しているか (1)活

5

動指標（事務事業の活

年

動量を表す指標）

第２

度

次みよし市総合計画に

実

新たにおかよし地区が

施

位置づけ 名称 単位
され

分

たことにより、地区拠

）

点施設に係る基本構想

事

ではきた ① 開館日数 日

務

変 化
よし地区として

事

いた当該施設もおかよ

業

し地区の拠点施設と ②

目

センター延べ床面積 ㎡

的

内 容
して開所してい

評

る。

対象(この事業の

価

対象、範囲となる人、

表

物) (2)対象指標（

様

対象の大きさを表す指

式

標）

市民 名称 単位
① 人

1

口 人
②

目的(この事業

-

によって上記対象をど

1

のような状態にしたい

記

のか) (3)成果指標

入

（目的の達成度を示す

日

指標）

快適かつ安全に

令

利用してもらう 名称 単

和

位
① 事故件数 件
②

結果

0

(上位基本事業の意図

6

) (4)結果の成果指

年

標（上位基本事業の成

0

果指標）

地域活動を積

5

極的に推進し、地域ぐ

月

るみでまちづくりに参

2

加する 名称 単位
① 利用

0

者数 人
②

事務事業の各

日

種指標の実績と見込及

１

び目標

R4年度 R5年

事

度 R5年度 R6年度 R

務

7年度 R8年度 R9年

事

度
指標 ＼ 年度 単位

業

実績値 計画値 実績値 計

の

画値 目標値 目標値 目標

現

値
(1)の ① 日 306

状

306 307 306 3

　

06 306 306
活動

Ｐ

指標 ② ㎡ 1,841.

Ｌ

28 1,841.28

Ａ

1,841.28 1,

Ｎ

841.28 5,13

及

4.36 5,134.

び

36 5,134.36

Ｄ

(2)の ① 人 61,3

Ｏ

75 61,656 61

事

,380 61,938

務

62,219 62,5

事

00 62,800
対象

業

指標 ②
(3)の ① 件 0

名

0 0 0 0 0 0
成果指標

N

②
(4)の結果の ① 人

o

33,537 35,0

.

00 42,676 43

3

,000 64,500

6

86,000 86,0

4

00
成果指標 ②

予算費

9

目 会計 01 一般会計

お

款 02 項 01 目 15

コ

か

スト 年度 R4年度 R5

よ

年度 R5年度 R6年度

し

R7年度 R8年度 R9

交

年度
実績値 計画値 実績

流

値 計画値 目標値 目標値

セ

目標値
事業費(決算又

ン

は予算額)Ａ 単位 16

タ

,172 17,678

ー

16,539 18,0

管

41 35,605 42

理

,543 42,565

運

財
源
内
訳

 国庫支出金

営

千円 0 0 0 0 0 0 0
 

事

県支出金 千円 0 0 0 0

業

0 0 0
 地方債 千円 0

政

0 0 0 0 0 0
 その他

策

千円 3,690 3,3

こ

07 4,353 3,5

の

20 5,507 5,5

事

07 5,507
 一般

務

財源 千円 12,482

事

14,371 12,1

業

86 14,521 30

施

,098 37,036

策

37,058
人件費Ｂ

の

千円 18,333 18

位

,333 18,333

置

18,333 25,6

基

72.6 29,633

本

33,012.2
正職

事

員従事時間×人数 時間

業

×人 333× 6 333

主

× 6 333× 6 333

管

× 6 413× 6 333

課

× 6 493× 6
正職員

名

以外の人件費 千円 11

課

,300 11,300

長

11,300 11,3

名

00 16,950 22

こ

,600 22,600

の

その他の費用Ｃ 千円 6

事

46 646 646 64

務

6 646 646 0
トー

事

タルコストA+B+C

業

千円 35,151 36

の

,657 35,518

開

37,020 61,9

始

23.6 72,822

時

75,577.2
単位

期

あたりコスト ① 千円/

事

人 0.6 0.6 0.6

務

0.6 1 1.2 1.2

区

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(

分

2)の対象指標）② 千

法

円/ 0 0 0 0 0 0 0

1

定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R5年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

R4年度 R5年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 R4年度 R5年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

拡
その理由

大・縮小）

業

必要はありませ
■ ない

名

んか？

施設を快適かつ

N

安全に利用してもらう

o

という目的に変化はな

.

いため。
事業進展等に

3

よる環境変化 □ ある
に

6

伴い、目的を見直す（

4

目
その理由

的の追加・

9

拡充又は絞込）

必要は

お

ありませんか？ ■ ない

か

有
効
性

現行の事業の進

よ

め方が適当と考える。

し

今以上に事業の成果を

交

向上

させる方法を記入

流

して下さ

い。 内　容
※

セ

(3)の成果指標を向

ン

上させる

　ことはでき

タ

ますか？

計画どおり達

ー

成した。
目的達成状況

管

内　容

■民間への一部

理

委託 □民間への全部委

運

託
市関与の必要性 □指

営

定管理 □補助金・負担

事

金助成 □市の直営
内　

業

容
　（実施手法） 受付

２

事務等は直営により、

評

施設・備品等の管理を

価

総合管理委託により業

　

務委託
している。

効
率

Ｃ

性

現行の事務事業の中

Ｈ

で北部地区コミュニテ

Ｅ

ィ広場の管理について

Ｃ

も実施してお
事務事業

Ｋ

の統廃合により、
り、

目

現行の事業の進め方が

的

適切であると考える。

妥

事業の効率化を図り、

当

成果
内　容

を向上させ

性

る方法を記入し

て下さ

こ

い。

現行の事業で北部

の

地区コミュニティ広場

事

の管理についても実施

業

しており、現行
現状よ

の

り事業費・人件費を
の

必

事業の進め方が適切で

要

あると考える。設備の

性

総合管理業務について

は

、複数年
削減する方法

薄

を記入して下
の契約に

れ

より効率的かつ適切な

て

施設の管理を行ってい

得

く。
さい。（仕様の変

ら

更、外部 内　容
委託、

れ

従事時間の削減等は

で

て

きないか？)

公
平
性

令

い

和元(2019)年度

る

に開館した施設である

い

ため。
■ ある ■ 現状で

ま

適正
受益者負担はあり

せ

ますか？

また、受益者

ん

負担割合は適 □ ない □

か

検討が必要 内　容
正で

。

すか？
□ 受益者がいな

十

い

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ

分

Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

おかよし交流

な

センターが運用された

成

市民の要望を傾聴し、

果

施設の運営に
事業実施

が

上の課題、住 後、市民

理

からの要望がある可能

　

性が 生かしていく。
民

由

・議会等からの意見 意

得

　見 ある。 対応策
と対

ら

応策

受付事務は直営で

れ

、施設の設備・備 継続

て

して実施するため、前

い

年度と同
R6年度の事

ま

業計画は前 変　更
品等

す

の保守については総合

か

管理委託 様に実施する

？

。
年度から変更・追加

得

は 前年度 ・
により実施

ら

する。
あるか 追　加

今

れ

後の事業・コスト・成

て

果の方向性 今後の事業

い

の方向性、改革・改善

な

案
※今年度からの具体

い

的な事業の進め方、手

事

段の見直し等、各方向

業

性の内容

　　　　　　

進

　　　■　拡大 管理運

展

営について、地域活動

等

団体の代表などから意

に

見
　　　　　　　　　

よ

□　改善 を伺い、管理

る

運営の方針を検討する

環

必要がある。
　　　　

境

　　　　　□　現状維

変

持
　　　　　　　　　

化

□　縮小
　　　　　　

あ

　　　□　統合
　　　

る

　　　　　　□　完了

に

　　　　　　　　　□

伴

　廃止・休止
コストの

い

方向性
　　　　　　　

、

　　↑　増加
成果の方

対

向性
　　　　　　　　

象

　→　維持

2

を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R6年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 3649 おかよし交流センター管理運営事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

市民の要望も取り入れたおかよし地区の新たな地区拠点施設
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

として開館し、今後地区活動を積極的に推進する拠点として
いませんか。十分な成果が 理　由

活用してもらうため。
得ら

様

れていますか？ □ 得ら

式

れていない

おかよし地

1

区の拠点施設であり、

-

対象を見直す必要はな

2

いため。
事業進展等に

事

よる環境変化
□ ある

に

務

伴い、対象を見直す（


